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標記調査については、平成30年１月27日に開催した「新潟県原子力発電所事故による健

康と生活への影響に関する検証委員会 第３回生活分科会」に報告書（案）として提出し

ましたが、生活分科会委員からの御意見等を踏まえて修正し、報告書をとりまとめました

ので公表します。 

また、２大学で実施したテーマ別調査のうち、宇都宮大学の報告書本冊について公表し

ます。 
 
記 

 

◆ 今回公表する資料と1/27会議資料からの主な修正内容 ※【 】は1/27の資料№と資料名 

１ 総合的調査報告書 

（１）総合的調査のポイント【資料1 総合的調査のポイント】 

   〔主な修正内容〕 

・表紙、調査概要及びまとめ等を追加 
 

（２）総合的調査 報告書【資料2-1 総合的調査 報告書(案)】 

〔主な修正内容〕 

・川内村の高齢化率を「60%を超え」→「約４割」に修正 

 ・その他、委員の指摘を踏まえて文言整理 
 

（３）総合的調査 アンケート調査報告書【資料2-2 総合的調査 アンケート調査報告書(案)】 

〔主な修正内容〕 

・アンケートの回答者が自由記述欄に記載した「回答理由、あなたの思い、意見、

提案」を追加 
 

（４）総合的調査 インタビュー調査報告書【資料2-3 総合的調査 インタビュー調査報告書(案)】 

〔主な修正内容〕なし 

 

２ テーマ別調査報告書 

  宇都宮大学「子育て世帯の避難生活に関する量的・質的調査」報告書本冊を新規で公表 

   

 
「福島第一原発事故による避難生活に関する総合的調査報告書」等について、 

県ホームページで公表します。 

＜本件についてのお問い合わせ先＞ 

震災復興支援課 課長 遠藤 

（直通）025-280-5218 （内線）2374 


